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一時凌ぎと国益との違い

　1951年に締結され、激しいデモや暴動の中に1960年に更新された日米同盟は、そもそ
も「便宜結婚」である。[2]「恋愛結婚」ではない。なぜなら、日米同盟は二つの異なるもの、
つまり、解体された大日本帝国と、それを解体したことによって大日本帝国の事績を引き
継ぎ、支配を拡大した米帝国という、まったく異質な二つのものを無理やりくっつけて出
来上がっているからだ。[3]更に言えば、日米同盟は、戦前戦中には存在していた日本の国
体（英語で言うと小さなcから始まるconstitution、つまりその国の「性格」や「国がら」）を
破壊したアメリカによって与えられた、新しい国体を隠れ蓑として存在している。米国に
よって強制された新たな国体とは、自由主義、民主主義などの啓蒙思想をもとにした「価
値観」である。
　ヨーロッパで18世紀に全盛期を迎えた「啓蒙思想」の定義は、合理的、理性的な思想と
アプローチこそが絶対であるとし、人間の人間らしさを根本的に否定することを基にし
て、ありとあらゆる考えをイデオロギーに転換していることである。「イデオロギー」と
は啓蒙思想に欠かせない、人間が人間であることを否定する思想的過程であり、道具で
ある。[4]この意味で、啓蒙思想は非人道的な思想病と言える。すでに存在する秩序、思想、
慣習の全てを否定し、物理的に実態があり、目でみることができ、数字で計測できる物
以外の全ての存在を価値のないものとし、神や精霊の存在なども否定し、全く新しいタ
イプの人間と世界を作ろうとするのが、啓蒙思想の最も基本的な要素なのである。[5]

　このような啓蒙主義的な思想を背景に持つ日米同盟だが、現在、日米同盟の存在を肯
定し、正当化しているのは、米国だけではない。非常に不思議なことに、日本も日米同盟
を強く支持しているのである。[6]日米同盟の成り立ちを振り返ってみれば、日本側の、と
りわけ「保守派」と呼ばれる人々が、日米同盟を高く評価していることは不思議のレベル
を超えて、理解不能どころか理不尽のレベルに達している。なぜなら、日米同盟の誕生
の裏には、「米」が「日」に対して繰り返した、ジェノサイドを始めとする戦争犯罪の数々
が隠されているからだ。その上、日米同盟の前提が、大東亜戦争終結までの日本の国体
の破壊にあることを考慮に入れると、2023年の日本の「保守派」が、いまだに米国側のプ
ロパガンダ[7]を鸚鵡返しし、日米同盟の維持を提唱していることは、理解の範囲を遥かに
超えている。日本側としては、1945年8月に現実に起きた未曾有の事態を、一時的に凌
ぐすべとして受け入れざるを得なかった、米国側の強制によって結ばれた同盟が、戦後
から今日に至るまで、一貫して日本の国としての意味、そしてその遺伝子の一部となって
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しまったことに、私は痛切な悲哀を感じている。
　日米同盟には明白な歴史的背景がある。日米同盟を受けいれるためには、その事実を
無視するか、または認めてもその意味を理解しないでいるしかない。それほど、日米同
盟には無理があるのだ。歴史的事実は実に簡潔だ。「米国が、日本の本来の国体を嫌悪を
持って破壊した」、以上。現在の日本には、二つの保守派が存在している。このように日
本を忌み嫌う米国との同盟を維持したい「保守派」と、日本の本来あるべき姿、つまり米
国が強い意志を持って破壊しようとしてきた日本の伝統を慈しみ、その場所に戻りたい

「保守派」である。一見、完全に矛盾した主張を持っているはずのこの二つのグループは、
なぜか日米同盟に関する立ち位置に関しては、ほぼ一致している。言い換えれば、日本
の「保守派」と呼ばれる人々の大半は、日米同盟が「恋愛結婚」であると信じて疑ってい
ないのである。そして、この視点が日米同盟の基盤となっており、この同盟に関して、そ
の成り立ちの歴史や、背後にある米国の意図に関して、日本の保守派とされる人々のあ
いだでも議論されることが、滅多にないのである。
　戦後の日米両国は、啓蒙思想の罠に落ち、啓蒙思想のレンズを通してしか物事を観察
できなくなっており、啓蒙思想を「価値観」や文明として誤った解釈をし、啓蒙思想こそ
が拠って立つべき存在だと勘違いしている。このように、日本が啓蒙思想の罠から抜け
出せないままでいることが、その罠の象徴でもある日米同盟からの脱却を阻んでいるの
だ。まず、日本国内から、米国の真実の姿に気づき、日米同盟の裏に潜む啓蒙思想的「価
値観」を正当化する洗脳から目覚め、日米同盟の前提となっている大きな矛盾に気づくべ
きである。今のままでは、日本の本来あるべき姿、神々から受け継いだ国体に戻ることは
不可能である。啓蒙思想を最善・最高・最強のものとして「布教」し続ける米国から「独立」
しなければ、日本の本来あるべき姿、つまり神々の御代から延々と続いてきた日本の真の
国体を取り戻すことは出来ないのである。

アメリカと日本の本質的な相違

　アメリカを「帝国」と形容した。その理由をここであらためて考えてみよう。それには、
日米同盟を精査してみることである。なぜなら、「日米同盟」をみれば「アメリカ帝国」の
姿が浮かび上がるからである。日本の置かれてきた現実を見れば、米国が帝国として動
き、日本を対等な立場の同盟国としてではなく、自己の帝国の一部と見なしているのは明
白になる。[8]

　米国が帝国だということは、日米同盟をアメリカの視点、日本の視点、そして同時に両
国の視点から比較すると、一目瞭然である。日米同盟は、米帝国にとって、帝国としての
存続に関わる極めて重要なものであるのに対し、日本にとっては、終戦後という特殊な状
態を長引かせ、真の独立を阻むものとなっている。日本の立場から考えると、日米同盟は、
そもそも戦後という非常に厳しい状況下で、自国を守るために一時凌ぎに締結したもの
だったはずだ。最初から、日本という国家とその国益を支える大黒柱となり、日本国の軸
となる必要はないというより、なるべきではない。[9]

　「日米同盟」は、1945年8月にそうであったし、2023年もそうであるが、日本の本質た
る国体を消去し、米国の啓蒙思想的「価値観」からできている新たなアメリカ版国体を全
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面的に受け入れるということである。アメリカの「価値観」を受け入れなければ、当時も
今も「日米同盟」はあり得ないのだ。いや、あり得ないというよりも、もし日本が米国の	

「価値観」を再度否定するような行動を取れば、アメリカはすぐに日本を攻撃し始めるだ
ろう。[10]日米同盟は、国家同士が平等な立場で締結したものではなく、片方が一方的に相
手に押し付け、相手の国家と国民の命を人質にとった「同盟」なのである。これらを考え
れば、日米同盟は、米帝国が、「アメリカ第51番目の州」と揶揄される日本に押し付けて
強制的に結ばせたものだとよくわかる。「人質」になるということは、自由は失われ、好
きな時に好きな場所へ行くことも出来ないだけでなく、人質が好き勝手に行動しようとす
れば、人質本人の命だけでなく、大切な人々の命までも失うかもしれない、と脅迫を受
けるということである。日米同盟が日本にとって「人質同盟」であることは否定出来ない
だろう。
　日本と米国の国柄は、その根本からして異なっている。この違いをいくら「価値観」の
共有という言葉で美しく飾り立ててごまかそうとしても、日米両国の間に同盟が築けると
は思えない。この違いを際立たせるには、タイムスパンを長くして観察する必要がある。
戦後という歴史の中の短期間だけを比較するのではなく、「日本」と「アメリカ」という存
在を俯瞰して大きなスケールで見てみるのだ。後で詳しく述べるが、簡単に言えば、ア
メリカは啓蒙思想イデオロギーから生まれた概念的存在である一方、日本は神々の御代
から変わることなく同じ場所に根を持ち、揺らぐことのない文明を持つ国である。日本と
アメリカは、全く違う次元に存在している。よって、本来であれば、「日米同盟」は、両
国が長期にわたって維持することはおろか、そもそも同盟を協議する席につくのさえ困難
なものだったはずである。
　しかし、人質を取られた戦後の日本は、アメリカに強制的に押し付けられた「不平等同
盟」に合意せざるを得ず、それが「日米同盟」誕生に繫がったのである。[11]

　日米同盟の本質をもっとはっきりとさせるため、ここで、この同盟誕生の背景を考えて
みよう。大日本帝国は、大東亜戦争（1941-1945）において米帝国の中枢であるワシント
ンD.C.が指揮する連合軍に敗れた。日本は、広島と長崎への原爆投下や、本土への繰り返
し行われた大空襲[12]などの、米軍による非戦闘員に対する無差別攻撃による大量殺戮、
そして米帝国の同盟国であった共産主義国・ソ連による国際法を無視した一方的な宣戦
布告のもとでの満州国や北方領土への侵略と占領、そして武装解除後の日本兵のシベリ
ア抑留など、あらゆる種類の戦争犯罪の矢面に立たされた。挙句に、戦後は連合国によ
る占領まで受け入れなければならなかった。[13]そんな終戦直後の日本が、ついこの前まで
敵国であった米国と、同盟を締結したい、と望むだろうか。日本は満身創痍の状態で、
国土と国民を人質に取られ、他に選択の余儀がない状況で、半ば強制的に同盟締結に合
意せざるを得なかったのである。
　1946年から1954年まで２度にわたって内閣総理大臣をつとめ、戦後の日本の道筋の設
定に大きく携わった人物である吉田茂（1878-1967）の行動をみれば、当時の日本政府に
とって、日米同盟は単なる「手段」に過ぎなかったことがよくわかる。吉田は、大東亜戦
争末期には、どのようなかたちで終戦を迎えるのかを模索し、日本の生き残る道を探った
人物である。[14]そして、吉田は戦後、総理大臣として日本をアメリカの「守護」下に置き
ながら、疲弊した日本の経済を立て直し、さらに発展させることを重視する方向に国政の
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舵を切った。1951年にサンフランシスコ平和条約とともに、日米安全保障条約を締結し
たのも吉田である。しかし、彼がアメリカの圧倒的な軍事力を頼り、アメリカに協力する
道を選択したことをもって、吉田が日本をアメリカの属国にしようとしていたと考えるの
は早急である。[15]吉田が総理大臣として、日本の経済復興を最優先したのは事実だが、吉
田の元で誕生した日米同盟は、戦後の日本には、米国と同盟し、米国に日本での米軍基
地所有の許可を出す以外には選択肢がなかった結果、締結されたものなのである。
　例えば、ある人の乗船していた小さな船が大きな船と衝突し、その人は船から海へ投
げ出されたとしよう。大きな船から浮き輪が投げ込まれ、溺れそうになったその人が、そ
の浮き輪を掴んで命を永らえることは、その浮き輪にしがみつきながら、永遠に海上を
彷徨わなければならないということではない。日米同盟も、これと同じである。吉田茂総
理にとっては、米国との協力関係の構築と米国の意思を受け入れたことは、溺れそうに
なった人が、その原因を作った船から投げ込まれた浮き輪を命綱としたのと同様な選択
であったのだろう。そして、吉田が衝突してきたその船を、自らの盟友として信頼してい
たとは想像できないのである。とくに、その衝突が意図されたものであったとしたら、な
おさらである。
　そして、忘れてはならないのは、米国は吉田を、米国と協力しなければ、米国が日本
に再度原爆を投下する準備がある、などと脅迫していたことである。[16]国土と国民が人質	
にされていたのだ。日本が完全に自由を取り戻し、再び自国の意思を決定できる状況の
中で、議論を重ねた結果として、吉田内閣がアメリカとの同盟を選択したわけではないの
である。米軍がすぐ後ろから、日本に照準をあわせており、言う事を聞かなければまた撃
つぞ、と繰り返し脅迫していた状態で締結されたのが、日米同盟なのである。[17]

　以上のことを念頭において、私はここで、日米同盟の「同盟」という呼び方自体が間違っ
ている、と指摘したい。日米同盟は、主権を奪われた大日本帝国が、主権を奪った側の
米帝国と結んだ「城下の盟

ちかい

」でしかない。この「日米城下の盟」は、「恋愛結婚」ではなく、
「便宜結婚」であることがわかっていただけただろう。

過ちをただちに認め、正すべきだ

　日米同盟は「便宜結婚」に過ぎず、「恋愛結婚」ではない。だが、時を経るに従って、日
本の国民、メディア、そして多くの保守系の政治家や評論家までが、日米同盟の本質を
誤解してしまっているようだ。彼らは、これが敗戦後に非常に厳しい状況に置かれた日本
が、緊急的な対策として選択した「便宜結婚同盟」だったことをすっかり忘れてしまい、
日米同盟は日米両国が心からの信頼をもとに締結した、自由選択の結果の「恋愛結婚」の
誓いであったかのように、完全に誤解している。
　東アジアをはじめとする全世界が危機に陥っており、日本の唯一の同盟国である米帝
国が衰退に向かっている今こそ、日米同盟の歴史的背景とその本質をきちんと理解する
ことは重要な課題である。そもそも外交と安全保障の面で、日本の要となるはずもなかっ
たこの同盟が、実際に今後の日本の国益に叶うものなのかどうかは精査されるべきであ
る。長期的視点から国益を再考する過程においては、日本にとっての日米同盟の必要性
の有無を考えざるをえず、その結果、日米同盟の終わりが視野に入ってくるはずである。
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日米同盟破棄への道のりと、その後の日本の姿を考える時が来たのである。
　日米同盟を再考するに当たっては、日本の国益のみならず、日本の国体の意味を再検
証せねばならない。[18]これによって浮かび上がるもっとも重要なことは、日米同盟は、日
本の国体の一部とは成りえないということである。日本の国体とは、古来より受け継がれ
てきた日本の本来あるべき姿である。日本は、ただの概念から成り立っている国ではな
く、天孫降臨[19]から始まる「神々に繋がる国」であり、神々の後を受け継がれる皇室無く
して考えられない国柄を持つ国である。それに対して、アメリカは日本の国体からは大き
くかけ離れた、啓蒙思想の概念から誕生した国である。天孫降臨どころか、神の存在を
否定する啓蒙思想、神の存在をただの概念に押しやるような傲慢なイデオロギーが産み
出した国なのだ。これらの相違が判れば、日本と、アメリカが、お互いの根本を理解しあ
い、その違いを尊重できるわけがないのである。[20]

　この視点から見ると、日米同盟の未来は非常に不安定だということがわかる。一般的に
言えば、同盟は、国の利益のためにならなくなった時には、その存在意義を失うものであ
る。同盟の本来の性質を考えれば、しごく当然のことだが、同盟の背後には、ある種の「使
い捨て」意識が存在している。これは、日米同盟に関しても同じことであるはずだ。日米
同盟が日本に利益をもたらさなくなった場合には、その同盟が日本には必要ではなくなる
のである。日本国と日本国民の安全と繁栄と幸福を達成するための手段の一つが日米同
盟であるということを無視するべきではない。日米同盟を存続させるか否かは、それが日
本の国益に叶うかどうかで判断するべきなのである。
　それにもかかわらず、「日米同盟」を絶対視し、日本の国益よりもむしろ日米同盟を存
続させるために活動しているように見える政治家が、日本には多数存在する。永田町に
は長年にわたって、日本国の利益と国民の安全、繁栄、幸福が、あたかも日米同盟の維
持と同じ意味であるかのような雰囲気が、色濃く漂っているのは事実である。また、「日
米同盟」という言葉は政治家や評論家たちの口からよく聞くが、「日本の国体」という言葉
は、彼らからほとんど聞いたことがない。[21]日本の国体を中心に据えず、日米同盟の維持
にばかり焦点を絞り、「日米同盟」の持つ根本的な矛盾に目を向けないままで数十年を漫
然と費やしてきたのが、日本である。そして、その結果として、本当の意味での日本の安
全、繁栄、そして国民の幸福は実現されないまま今日に至っている。日本の将来のため
に、いまこそ、日本国民に目隠しをし、幸福の追求を妨げる日米同盟を捨て去り、日本の
国体を第一義とする政治を求めたいものである。

日米同盟の支流と背景を考えよう

　ここで、日米同盟が同等な国家同士の平等な立場で締結されたものだと定義してみよ
う。すると、当然のことながら、日本から見た日米同盟の意義は日本の国益で、日本、日
本人の安全、繁栄、幸福のために存在すべきである。同様に、アメリカから見れば、米国、
米国民の安全、繁栄、幸福のために日米同盟があると、米連邦政府や軍当局は考えるは
ずである。このように、日米同盟には日米両国の持つ二つの側面が存在するはずだ。本
来ならば、両国の利益が融合し、その結果として存在するのが日米同盟であるはずなの
である。
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　しかし、日米同盟をよく観察してみると、この「然るべき」論理が崩壊しているのがわ
かる。日米同盟は、決して日本国と日本国民のため、もっと言えば、アメリカ国民のため
にさえ存在しているわけではないのである。この同盟は、両国相互の利益にあるのではな
く、同盟のもたらす利点のほぼ全てが、ワシントンD.C.のために存在しているのである。
前述したように、日米同盟は日本の真の国体が日本人にとって再び意味を持たぬよう、日
本の国体をこのまま葬り去るために存在し続けているのだ。
　これがただの妄想ではないことは、日米同盟の原点と、これはアメリカが大東亜戦争の
のちに日本に課した負の遺産の一つであることを思い出せばわかる。啓蒙思想の行き詰
まりを感じていた西洋世界の前に、全く異なった背景と文化を持った大日本帝国が登場
し、新しい秩序を作ろうとした。これに、英米蘭仏ソなど白人至上主義の啓蒙思想帝国
が反発し、大日本帝国を絶滅させようとした結果、勃発したのが大東亜戦争である。こ
れを理解していれば、敗れた日本が締結せざるをえなかった日米同盟は、啓蒙思想大国
アメリカが大日本帝国を封印しようとして捺した「閉」の文字であることがはっきりする。
日米同盟は、日本国と国民、そしてその文明文化までもが啓蒙思想の捕虜となり、囚わ
れた証拠なのである。
　1930年代は、各国が世界恐慌への対応に必死だった。それまでは、貪欲なウォール街
で行き過ぎた国際資本主義を操る資本家[22]、米帝国[23]、大英帝国、オランダ帝国、フラ
ンス帝国、アフリカなどで自国の利益を狙っていたイタリア帝国などの西側諸国と、ソ連
による、アジアやアフリカなど世界各地での際限のない搾取や、自国と植民地での人種
差別の上に成り立っていた社会制度がリベラル支配の基盤となっていた。そんな時、大
英帝国の海軍と植民地制度、そしてこれらに基づいたポンド建取引制度が主に保証する
ワールド・システム金融制度が、世界中で崩壊したのである。大英帝国後期における自
由貿易をもとにしたリベラル支配が終焉を迎えたのだ。他人を踏み台にして作り上げら
れてきた世界が、最後には、その世界を支え形作っていた要因そのものによって、大英
帝国を後ろ盾にした世界の金融制度を崩壊に導いたのである。[24]

　第一次世界大戦のために、ヨーロッパ諸国は膨大な出費を余儀なくされ、自国の経済
や通貨は大きなダメージを受けた。その結果として、白人による世界支配の制度が倒壊
したのだ。[25]大日本帝国は同時期に、自国の領土はもちろんのこと、アジアと太平洋の各
地を、ボルシェビキ主義、共産主義、ウォール街型の国家無き資本主義、米国がナチスに
教えた優生学、そして米帝国を含む西欧帝国の後押しする人種差別から守ろうとした。[26]

もちろん、日本の選択は、自国の利益のためだったのは言うまでもないことである。だが、
ここで注目するべきは、大日本帝国が掲げた大東亜共栄圏という概念は、日本だけでは
なく、できる限り多くのアジアや太平洋諸国の人々が共に栄えるようにという希望のもと
に、新しい経済圏となるべきアジアでの新秩序を築こうとするものだったということであ
る。[27]

　しかし、米国にとってはこれほど受け入れがたい考えはなかった。なぜなら、「米国」は、
アメリカ合衆国が誕生してから100年も経たない間に「米帝国」と同義語になっていたか
らである。現代に生きる我々がアメリカを「米国」と呼ぶのは、間違っており、アメリカ
はすでに少なくとも１世紀半は帝国として存在しており、そのアメリカ帝国の支配下に入
らない、しかも有色人種の国が存在する、などということは、あってはならなかったので
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ある。

リンカーン大統領を再考する

　米の帝国主義の黎明期に重要な役割を果たしたのは、エイブラハム・リンカーン
（1809-1865）である。彼が執着していたのは、「合衆国」または連合を支持するユニオン
（the	Union）の存在だ。[28]彼はアメリカが南北に分かれることに反対する非分離論者であ
り、アメリカの中央政府の権力を維持することを第一義としていた。彼が内戦も厭わずに
守りたかったものは、多くの人が信じているように奴隷の解放ではなかったのだ。アメリ
カが誕生したときには、各州は独立した存在であり、連邦政府は各州の下にあった。リン
カーンは、その構成を変え、各州を調節する連邦政府のもとに、各州が集まっている現
在の形のアメリカ帝国を築いたのである。彼は、各州がバラバラに共存しているアメリカ
という場所を、各州が強い中央政府の支配下にある帝国に切り替えたのだ。つまり、リン
カーンはアメリカという国を非常に抽象的な「国家統合」や「ユニオン」としてとらえ直し
て政策を練っていた。そして、彼のこのような考えに真っ向から反する人々を除外するた
めに、南北戦争が開始された。この時から、米国の帝国化が本格的にスタートしたので
ある。
　現在のアメリカは、的確に定義すると、すべての州がワシントンD.C.の帝国支配の下に
あり、米帝国と呼ばれているが、ワシントンD.C.帝国という名称のほうが現実に即してい
る。
　しかし、そもそもアメリカは、決してリンカーンが考えていたような抽象的なものでは
ない。北米大陸に存在するのは、誰かの頭の中に存在する「合衆国」という考えではなく、
それぞれの州である。そこには、人々が暮らす街や村、それをつなぐ道路、家畜や野生
動物をはぐくむ草原や森、湖や川など、生物と自然が息づいている。そして、南北戦争
以前のアメリカ人は、強力な中央政府の下にあっても、自分は例えばマサチューセッツ州
の人、ジョージア州の人、バージーニア州の人など、「○○州に属する人」と思っていた。

「アメリカという国の人」という統一された意識ではなく、それぞれの州に属していると
いう意識だったのである。しかし、リンカーン大統領と彼の所属した共和党は、共和国ア
メリカを「各州から成り立っている存在」から、勝手に「各州は国家のもとに存在するもの」
と、ベクトルの向きを逆にしたのである。各州を尊重するというよりも、「合衆国」を第
一にし、この「合衆国」は個々の州が犠牲を払ってでも絶対に守りぬかねばならない、と
いう考えに変えてしまったのである。これこそが、帝国主義的思考である。アメリカ帝国
主義は、リンカーンを含むアメリカの内部から誕生したのである。
　彼は、啓蒙思想的なイデオロギーによって、人間本来の人間らしさを根底から否定し、
頭の中にしか存在しない概念を人間世界の理想とし、そこに人間を組み込もうとした。こ
の悪夢のような啓蒙思想的概念によって、アメリカという国とその国民は、悲惨な目にあ
い、現在にも残る大きな傷を負ったのである。本当は、奴隷解放などどちらでもよかった
リンカーンと、彼を支持する共和党の超過激な啓蒙思想者たちが崇拝する「合衆国」を救
済するために、アメリカは国が二つに引き裂かれ、60万人以上の普通のアメリカ人が、
南北戦争で命を落としたのだ。
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　ここで、南北戦争の争いの中心であったはずの奴隷制度について、少し説明しておき
たい。前にも述べたように、リンカーンが、奴隷制度を廃止するために、やむなく南北戦
争に突入したというのは、ただの神話に過ぎない。[29]「奴隷制度はそのままでもよいから、
ユニオンを救いたい」というリンカーン本人の発言も残っている。[30]では、南北戦争は奴
隷解放のためのものであったという神話は、どこからはじまったのだろうか。それは、リ
ンカーン本人である。[31]実は、南北戦争当時には、このリンカーン神話を信じている人は
少なかった。リンカーンの語るアメリカのイメージは、当時の市井のアメリカ人が常識的
に思っているものと、甚だかけ離れていたからである。さらに言えば、リンカーンが語っ
ていたこと、行っていたことは、アメリカの政治家らしくなく、ヨーロッパの独裁者に似
ているとさえ思われていた。「合衆国」のために内戦をも許容したリンカーンは、彼がリー
ダーを務めた北部の敵となった南部からだけではなく、北部の多くの人々にも「独裁者」
だと揶揄されていたのである。[32]彼は、1864年に行われる予定の大統領選挙を見すえな
がら、自身の政治的野望を美化するために「奴隷解放」を唱え、自分の動機は純粋なヒュー
マニズムにあると、様々な機会をとらえて繰り返した。しかし、彼の本音は、南北戦争の
直前直後の彼自身の言葉がよく表している。彼にとって、大切なのは「合衆国」であり、「奴
隷解放」ではなかったのである。戦争中の1863年に彼が公布した「奴隷解放宣言」も、単
なる政治パフォーマンスにしか過ぎなかったのだ。[33]

　「リンカーン大統領が米国史の中でも最も偉大な英雄であるというのはただの神話だ」
ということを知って、驚きとともにショックを受ける人も少なくないだろう。しかし、前
述したことは、リンカーンの真実の姿を追求した学術的論文や出版物によって証明され
ている。
　例えば、著名な歴史家であり、リンカーンを高く評価しているコロンビア大学教授のエ
リック・フォーナー（Eric	Foner）でさえも、リンカーン神話を否定している。2010年に
アメリカで、2013年には日本でも翻訳が出版された『業火の試練』（Fiery Trial）で、フォー
ナーはリンカーンが奴隷と奴隷解放、そして人種問題などについて持っていた意見を精
査している。[34]そして、フォーナーは、リンカーンは1863年に奴隷解放という大義を成し
遂げたが、そのわずか２年前、彼が大統領になり、南北戦争が始まった1861年頃までは、
リンカーンはまだ奴隷解放を考えていなかった、と結論付けている。[35]フォーナーが引用
したリンカーン本人の言葉を借りれば、リンカーンは、いくら奴隷制度を否定的に考えて
いたとしても、「国家の統合（“Union”）と合衆国連邦のため」に、自分の考えを「十字架に
張り付けにしている」と主張していたのである。[36]

　これらのリンカーン神話に、私がこの論文の中で新しく（と思っている）付け加えて論
じていることがある。それは、リンカーンが英雄だったという神話の誕生と継続を可能に
したのは、「啓蒙思想家だったリンカーンなら、そのような英雄であったはずだ」という、
自動的な啓蒙思想崇拝そのものだ、ということである。私は、日米において、リンカーン
が英雄扱いされてきた理由は、両国が啓蒙思想に汚染されているからだと思っている。
つまり、またしても両国は啓蒙思想の罠にはまっているのだ。
　ここで強調しておきたいことは、リンカーンが啓蒙思想の支持者だったと主張している
のは、私だけではないということだ。リンカーンが啓蒙思想の罠にはまっていたという証
拠は非常に多く残っている。アカデミズムの世界をみてみよう。リチャード・ガンブル
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（Richard	Gamble）教授は、アメリカで保守系の学者であっても職を維持できる珍しい大
学として有名なヒルズデール・カレッジ（Hillsdale	College）で教鞭を取っている。ヒルズ
デール・カレッジは、南北戦争以前の1844年に創立された大学で、北部のミシガン州に
ある。この大学は奴隷制度に強い反対の意思を示したことからもわかるように、現在でも
人種平等に重きを置いている大学である。当然、ガンブル自身も、人種差別主義者だっ
たり、南部の保護者だったりすることは決してない。
　“The	Gospel	of	Lincoln（リンカーンの福音書）”と題する論文の中で、ガンブルは、日
本でも有名なリンカーンの1863年の「ゲティスバーグ演説」（Gettysburg	Address）を取り
上げて、ドイツ観念論（German	Idealism）のリンカーンへの影響を浮き彫りにし、リン
カーンは、アメリカを現実に存在する場所としてではなく、定理や定説として考えていた
と分析している。ガンブルは、イギリスの政治学者マイケル・オークショット（Michael	
Oakeshott）	（1901-1990）の言葉を借りて、リンカーンの「アメリカ」の概念は、「teleocratic

（目的支配的）」であって、「nomocratic（法則支配的）」ではない、と説明している。[37]この
二つの言葉のルーツはともにギリシャ語にあり、「telos」という言葉は「目的、〇〇のため
に」という意味があり、「nomos」は「法」という意味がある。特にリンカーンを取り上げ
たわけではなかったが、オークショットのこれらの言葉を使用してガンブルが説明したの
は、政治における大きな二分構造である。ひとつの政治制度は「nomocratic（法則支配的）」
で法治に重きを置き、法律を超越して勝手な行動をすることを禁止するものであるのに
対し、もうひとつの政治制度は「teleocratic（目的支配的）」で、何か目的を達成するため
ならば法律を無視してもよいというものである。ガンブルによれば、リンカーン大統領は
後者を支持していたとされる。[38]つまり、目的達成のためなら、法律を無視しても構わな
いと考えていたということである。
　私はリンカーンに関するガンブルのこの考察に賛成だ。アメリカにとって内戦となった
南北戦争が勃発するに至った理由は、決して、アメリカ人のためでも、奴隷解放のため
でも、そして、アメリカという実際に存在している国のためでもなかったのだ。この戦争
は、リンカーンが頭の中で想像していた「定理」や「意見」や「見解」などの啓蒙思想に満ち、
ドイツ観念論的な、形而上学的な、この世にどこにも存在しない理想な「アメリカ」のた
めだったのである。もしリンカーンがアメリカとネイティブ・アメリカンや奴隷も含むす
べてのアメリカ人のことを考えていたら、「nomocratic」、つまり法律に従って行動してい
たはずだ。だが、リンカーンは、ドイツ観念論の影響で、自分の想像上の目的である「ユ
ニオン」のために、実際に存在するアメリカとアメリカ人を犠牲にして、「teleocratic」に
行動した。啓蒙思想と彼の思考との関連は、例えばフランス人作家ジョゼフ・ド・メース
トル（Joseph	de	Maistre）	（1753-1821）の言葉を借りて説明しよう。メーストルは、フラ
ンス革命を推進している啓蒙思想家たちを、人間の概念である「人類」ばかりを見ていて、
実際に存在している「人間」が見えていない、と批判した。[39]リンカーンも同じである。
彼は「アメリカ人」が見えていなかったのである。
　リンカーンの頭の中にだけ存在する「定理」「のために」、「現実」のアメリカ人、「現実」
のアメリカが計りかねないほどの被害を受けた。将兵だけでも南北両方合わせて約62万
3000人の死者である。この数は、イギリスからの独立戦争以降第二次世界大戦までの、
南北戦争を除いてアメリカが戦った全ての戦争の戦死者の合計よりも多いことからも、南
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北戦争がアメリカにもたらした傷の大きさがわかるだろう。傷は死傷者の数だけではな
い。国を分けたこの内戦が終わった後も、アメリカ人の心にも大きな影を落としたのであ
る。その上、奴隷解放宣言が出され、北部の勝利で南北戦争が終結した後も、一見解放
されたように見えた奴隷たちは、今度は別の形で束縛されただけだった。結局のところ、
南北戦争で勝ち得たものがアメリカに存在していると考えるのは、リンカーンの妄想に過
ぎないのである。
　だからこそ私は、リンカーンは自分の目的のためには、どのような犠牲も払ったアメリ
カの独裁者だと考えている。私だけではなく、例えばアル・ベンソン（Al	Benson）とウォル
ター・ケネディー（Walter	D.	Kennedy）は、共著『リンカーンのマルクス主義者（Lincoln’s 
Marxists）』で、リンカーンは、自分の権力を保持するためにはどんな残酷な行為も厭わ
なかったとし、リンカーンの野望と、彼を絶賛する手紙と継続的な支持をカール・マルク
ス（1818-1883）から受けていたこととの関連を検証している。[40]またウォルター・ブラ
イアン・シスコーの『南部市民に対する戦争犯罪』（War Crimes against Southern Civilians）
は、リンカーンが最高司令官を務めた北軍が、南部の市民に対してどれほど冷酷な戦争
犯罪を繰り返したかを詳述している。[41]これは私見であるが、時代は違えども、同じ思想
を持つアメリカのグループが、南北戦争時のアメリカ南部と、そのおよそ80年後の日本
に対して想像を絶するような戦争犯罪を犯したが、それらは驚くほど似通っていると思
う。そして、これらの犯罪によって、アメリカ南部も日本も甚大な被害を被ったにもかか
わらず、これまで戦犯が誰一人として裁かれていないことも同様である。その理由は、「啓
蒙思想」「のために」やったことだからだろう。このように、「啓蒙思想」は、あらゆる戦争
犯罪、ジェノサイド、人類に対する犯罪を正当化するイデオロギーなのである。
　ロヨラ大学メリーランド（Loyola	University	Maryland）の名誉教授であるトマス・J.・ディ
ロレンゾ（Thomas	J.	DiLorenzo）は、2002年の著 書『リンカーンの真 実 』（The Real 
Lincoln）で、彼が「リンカーンの神話」と呼ぶ、偽りに満ちたリンカーンの実態を徹底的
に暴いた。[42]ディロレンゾは、経済学と歴史学の二つの観点から、リンカーンと彼の政治
経済に対する思想を調査し、リンカーンが「南部の奴隷を解放するために南北戦争に突入
し、戦争を継続した」という、広く一般に信じられている神話の根拠を一つずつ突き崩し
ている。リンカーンは、「偉大な解放者」などではなかったのである。
　そして私にとってもっとも説得力のある、リンカーンの神話の真実を暴露する一冊は、
ジェームズ・ケネディー（James	R.	Kennedy）とウォルター・ケネディー（Walter	D.	
Kennedy）兄弟の共著、『ヤンキー帝国』（Yankee Empire）である。[43]アメリカでの「ヤン
キー」は、「アメリカ人全般」の意味ではなく、「北部の奴」という強い反感を含む意味を持っ
ている。題名からもわかるように、この本はリンカーンの戦争犯罪だけに焦点を絞るので
はなく、リンカーンと彼を取り囲んでいた北部の帝国主義者たちが、南北戦争とその後
のアメリカで、いかにアメリカ合衆国を帝国化していったかということを詳細に検証して
いる。日本ではほとんど知られていないようであるが、1861年以前と、南北戦争を挟ん
だ1865年以降のアメリカとを比較すると、全く別の国であることがわかる。1865年以降
のアメリカは、ワシントンD.C.が国全体をハイジャックし、その状態が現在まで継続して
いるに過ぎない。本物のアメリカではないのだ。つまり、アメリカ本国も、ワシントン
D.C.「のために」傀儡として利用される存在に過ぎないのである。そして、このワシント
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ンD.C.は、戦後、いくつもの米軍基地を日本の地に所持し、アメリカの各州と同様、日本
もアメリカ帝国の駒のひとつにしていることも事実として指摘しておきたい。

加速する米帝国

　南北戦争が1865年に終了してから、ワシントンD.C.によるアメリカの帝国化は加速す
る一方である。まず帝国の膨張に力を貸したのは、降伏した南部であったことは皮肉なこ
とだが事実である。偽善的に「民主主義」を強調するワシントンD.C.だが、南部ではワシ
ントンD.C.の意思の元で全てが行われた。そして奴隷の「解放」は、実際の奴隷の体験を
考えれば、本当に悲しく辛い「解放」だったことが分かる。[44]奴隷は、連邦政府に「解放」
されたが、同時に見捨てられたというのが真実のアメリカの歴史である。このように、リ
ンカーンの神話は、「解放」された奴隷を待ち受けていた悲惨な運命の前に崩れ去るのだ。
　南北戦争が南部の敗戦という終結を迎え、帝国主義者が南部を破壊し、力をつけてい
くと同時に、アメリカではさらなる不幸が繰り返されて行った。南部という邪魔者を抹殺
した後、帝国主義者たちの次の課題は、ネイティブ・アメリカン、つまりインディアンた
ちの大虐殺だったからである。ワシントンD.C.に立ち向かい、抵抗するインディアンの勢
力が次第に削がれていくのとは反対に、連邦政府は力を増大し、数々のインディアン部
族を次々に収容所に入れて行った。[45]アメリカ連邦政府を後ろ盾にして、アメリカ大陸西
部へと「開拓」を進めた白人が、ジェノサイドを繰り返したことは疑う余地がない。[46]連
邦政府は、アングロ・サクソン以外の人間は劣等だという思考を基に政策を定め、非ア
ングロ・サクソンや非白人を差別するのが通常となった。[47]アメリカ帝国の膨張は、キュー
バ、プエルトリコ、フィリピンなどにも及び、ハワイでは1893年にクーデターを成功さ
せてハワイ王国をアメリカの傀儡とし、1898年にはアメリカに併合した。[48]

　このワシントンD.C.勢力は、太平洋でのアメリカの勢力拡大を妨げる、非アングロ・サ
クソンの国・大日本帝国を潰さなければならないと早い段階から決定していたようであ
る。そして、フランクリン・ルーズベルト大統領（1882-1945）と彼をとり囲む共産主義
者は、対日経済制裁を行って日本を圧迫し、罠をしかけ、1941年12月8日（日本時間）の
真珠湾の攻撃という形で、大日本帝国に最初の一発を撃たせた。これでやっと彼らは第
二次世界大戦に参戦できたのである。[49]このようにして、待ち望んでいた大戦に参戦する
と、以前から計画していた、日系アメリカ人の収容所送りを実施した。[50]そして、厳しい
人種差別をもとに組織されたアメリカ軍を派兵すると同時に、人種差別や有色人種への
嫌悪に満ちたプロパガンダをうまく駆使しながら、大日本帝国を解体したのである。[51]ま
た、ソ連共産主義の独裁者ジョセフ・スターリン（1878-1953）が望んでいた通り、ワシ
ントンD.C.が大日本帝国との戦端を開くことによって、大陸北部での大日本帝国の進出を
食い止めることができ、ソ連はナチスドイツとの戦いに集中していったのだ。[52]そして、
ルーズベルト大統領が提唱した「無条件降伏」が、連合国側の不動のポリシーとなったこ
とにより、すでに降伏条件を模索していた日本を、米国が自身の望みどおりに、できる限
り破壊しつくすことが可能になったのである。[53]すでに、古典的戦争犯罪である非戦闘員
を狙った日本本土への空襲は繰り返されていた。その上、1945年3月10日の東京大空襲
や、1945年8月の、アメリカによる日本への二度にわたる原子爆弾の投下である。これら
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の非戦闘員への攻撃は、戦略的、戦術的視点から見れば、全く意味の無いものであった。
そして、このような行為が戦争犯罪だということは明確である。にもかかわらず、戦後か
ら現在に至るまで、誰一人裁かれていない。だが、その一方で、戦後、連合国は大日本
帝国の「戦争犯罪」を裁いたのだ。[54]アメリカが日本に対して行ったことはこれだけでは
ない。終戦間も無く、連合国による占領下の日本で、戦犯でもない人々に濡れ衣を着せ
て「裁き」ながら、日本国民に対する洗脳作戦を開始し、戦争の責任を全て日本に押し付
けるために自虐史観を植え付けたのである。[55]

日本が「アメリカ・ファースト」を蘇らせた

　武器を捨て、両手を上げて無抵抗になった日本政府は、占領軍の言うがままに行動す
るしか他に道はなかった。考えうる、ありとあらゆる種類の戦争犯罪の被害を数えきれな
いほど受けたのち、戦後には「東京リンチ裁判」で「裁かれ」、今日まで続いている洗脳と
ともに刷り込まれた偽りの「歴史」を抱えこんだ日本は、アメリカを中心とした連合国が
もたらした破壊と殺戮から、日本を国として建て直さなければならなかった。このような
状況下においては、日本には「日米同盟」に署名する以外の選択肢はなかったのである。[56]

しかし、戦後、焼け野原の中で食糧難と戦いながら生き残るのに必死だった日本は、そ
のような状況から脱したのちには、米帝国の本質を忘れてしまったようだ。
　名前だけは「合衆国」を保ってはいるものの、大日本帝国よりも遥かに巨大で、世界史
上にも前例がないほどの力を持つ米帝国が、大日本帝国を絶滅させたのである。しかし、
実際は立派な帝国であるアメリカを「米帝国」と呼べば、反発する人が現在でも日本には
多数存在している。
　思想家のフランツ・ファノン（1925-1961）は、植民地に住む非白人のなかで、植民地
主義者の白人の真似をする人々の行動を分析した。この視点で比較すると、戦後の日本
人エリートが、彼らの「主人」であるワシントンD.C.の「価値観」をそのまま受け継いでい
ることと、植民地非白人エリートとの顕著な類似性が浮かび上がってくる。[57]それは、植
民地化された非白人エリート集団は、植民地の「主人」の思考や文化を受け入れ、それに
溶け込んでしまうということである。植民地であり続ける限り、自己の存在意義、自己の
属する文化や伝統が存在してきたことにさえ気づくことが出来ないまま、それらを捨て
去ってしまうのだ。
　米「帝国」以外の何が、大日本帝国を破壊したというのだろう。米帝国にとって、高度
な文化を持ちながらも無防備で民度の高いこの日本ほど、都合の良い条件が揃っている

「植民地」はないだろう。同盟国という仮面を着けたままなら、日本に米軍基地を置き続
けることを「日本を守るため」と説明できる。その上、日本を米帝国の拠点として、戦後
約80年の間、アメリカが利用し尽くしてきたにも関わらず、この不均衡で不公平な関係
を「日米同盟」と呼び、疑問も持たないままで受け入れている政治家も、日本には多数存
在しているのである。だが、歴史の真実と同盟の背景を知れば、日米同盟は、「米」だけ
のために存在していることが明白になる。しかし、「米」の戦後政策の一つである洗脳が
効いているせいなのか、未だに「米」の仰せに従い、「米」の都合ばかりを優先するのが日
本の政治のあるべき姿になってしまって久しい。[58]
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　私は、この戦後日本における、日米同盟がなければ何も考えられない政治制度こそが
「アメリカ・ファースト」という言葉を歴史の墓場から蘇らせたと考えている。[59]2016年、

大統領に当選したドナルド・トランプ（1946―）が、選挙キャンペーンでこのスローガン
を繰り返したことで、人気を得ると同時に憎悪されたことは有名だが、彼の意図は明白
だった。それは、「ワシントンD.C.の利益ではなく、アメリカ国民の利益を最優先する」と
いうものであった。しかし、日米同盟を死守し、ワシントンD.C.依存症になったまま、ぬ
るま湯に浸かってきた霞ヶ関や永田町は、半ばパニックに陥り、「アメリカ・ファースト」
の意味を、「日本にある米軍基地を廃止する」の意味と受け取ったようだった。日本の戦
後制度を維持することに躍起になっている今日の霞ヶ関と永田町の人々は、これは大惨
事になると思ったのではないだろうか。もしくは、「外国に駐在するアメリカ人傭兵はア
メリカに帰国させよ！」と叫ぶアメリカ国民の声を聞き、80年近く前には、日本人が勇敢
に立ち向かった巨大な敵国から派遣された傭兵に、自国の防衛を依存してきたことを恥と
感じて、余計に反発したのかも知れない。おそらく、前者であろうが。
　日本で唯一人、事態を素早く、そして深く理解していたのは、他でもない安倍晋三総
理大臣（1954-2022）だった。安倍総理は他のどの国の指導者より先に、自らニューヨー
クのトランプタワーにトランプを訪ねて対談した。安倍総理はこの時、徐々にではあるが、

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、日米同盟よりもさらに大きな範囲を包
括する、クアッド（日米豪印戦略対話）」などの枠組みを作り出すと同時に、日米同盟の存
在意義を見直していく、という大きな計画を進めていた。彼がトランプを訪ねたのは、こ
の計画の実現には欠かせないアメリカという国のリーダーになる、傍若無人という評判の
トランプに自ら直接会って、クアッドが可能かどうかを確認しようという意図があったの
ではないかと思う。私は、安倍総理がトランプをトランプタワーまでわざわざ訪問したの
は、日米同盟の維持の確認のためではなく、日本の利益のため、アジアの平和のためで
あったと考えている。安倍総理は、日米同盟を大切にしながらも、日米同盟の先にあるべ
き道、日本の利益を最優先する道を模索していたと思う。彼の天才的な政治能力はそこ
にあった。
　日米同盟を越えた仕組みを探っていたと言っても、安倍総理は決して日米同盟をすぐ
にでも破棄したいと思っていたわけではないだろう。安倍総理は、日米同盟の重要性を
公の場で語っていた。例えば安倍晋三総理の2015年4月29日（米東部時間）のアメリカ議
会における演説では、日米同盟を「希望の同盟」と呼び、この同盟の大切さを強調した。[60]

これが、彼の本意なのかどうかは今となっては知るよしもない。また、彼の祖父である岸
信介総理大臣（1896-1987）のアメリカとの安全保障問題に対する選択に、全面的に賛成
なのかどうか、これも安倍総理の心の中に秘められていたことだろう。そして、安倍総理
が、戦後から日本でお題目のように唱えられてきた、民主主義・言論の自由・人権・法治・
個人の尊厳、のような啓蒙主義的「価値観」を全面的に否定していたとも思わない。残念
なことだが、他の「親米保守」と同様に、このような「価値観」が、現在の日本の「国体」
となっていることを疑問には思っていなかったように見える。しかし総合的に考えれば、
安倍総理は日米同盟を、日本という国のあり方の枠組みとして永遠に維持したいという考
えだったとは、到底思えない。安倍総理は、日本人として、愛国者として、日米同盟のそ
の先に来るべき次の一手を、我々に見せてくれたのだと、彼の命が非道にも奪われてか
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ら、改めて痛感している。

戦後日本は戦前日本の「ネガ」だ[61]

　安倍総理が2006年に出版された著書『美しい国へ』の中で少し触れているように、戦
後の日本は、戦前の日本の抜け殻となっており、本来の日本ではない。潰瘍性大腸炎と
いう難病と戦いながら、安倍総理が命懸けで改正しようと挑戦した日本国憲法は、その
象徴である。アメリカによって国際法に違反して作成されたこの憲法の基本的な意味は、

「アメリカ・ファースト」である。[62]1960年から1970年代にかけて、日本で戦争に巻き込
まれたくない、戦争反対、と大学で共産主義やマルクス主義思想に染まった若者が、あ
ちらこちらで集会を開き、デモに参加して、自己の主張を叫んでいたが、皮肉にも、日本
の平和を守ってくれると思っていた「憲法九条」は、日本を自動的に冷戦に巻き込んでい
た。なぜなら、国軍のない日本は国防をアメリカに依存せざるを得ず、アメリカ側の立場
を自動的にとる形で、冷戦に参加させられていたからである。その意味で、1960年代か
ら1970年代を通して、日本とアメリカで「戦争反対！」と叫んでいた若者は、実は全く違
う主張をしていたと言える。日本の「戦争反対！」は「九条万歳！」の同義語であり、それ
は「戦争プリーズ！」と叫んでいたのと同じことであった。日本国内で戦争に反対すれば
するほど、アメリカの軍隊は日本でその存在意義を増していく結果となった。一方、アメ
リカで、「戦争反対」と叫ぶ人々は、アメリカ軍の力を弱め、または無くしてしまってもよ
いと考えている人が多かったと思う。憲法九条こそが、弱体化した日本を、永久に米帝
国に依存するほかないような窮地に追い込んでいるのである。いや、日本国憲法そのも
のが、戦前の日本をネガのような存在にしてしまったのである。
　では、そのネガとして扱われている戦前の日本はどうであったかと言えば、米国が冷戦
において実現したかったことをすでに実行していた国家であった。例えば、米帝国は冷
戦時、日本を拠点にしながらソ連を抑止しようとしたが、大日本帝国は、すでにこれに成
功していた。米帝国とは違い、ロシア帝国やソ連と戦った経験があった大日本帝国は、
満州国や朝鮮半島などの各地で、ロシア帝国とソ連に対しての防衛網を構築していたの
である。[63]北方領土は、戦後からロシアに占領されたままであるが、こうなったのも、そ
もそもは米帝国が大日本帝国を破壊したからである。冷戦時にはあれだけソ連の力を抑
止しようと躍起になった米帝国は、なぜその仕事をそれまでのように大日本帝国に任せて
いられなかったのか。本当に不思議な話である。
　大日本帝国が達成していたことは他にもある。3万4000人近い米兵の死者を出すとい
う多大な被害を被った朝鮮戦争（1950−1953）であるが、停戦後も、米帝国は北朝鮮の
動きを抑制したいと言い続けている。米帝国にとって、終戦まで朝鮮半島が日本の一部
だったことが、大きな問題だったことがあるのだろうか。戦後80年に近くになるが、米
帝国と大日本帝国を比較して、どちらが上手く北朝鮮の状況を改善したのかはご存知の
通りである。
　そしてあの中華人民共和国はどうだ。大日本帝国は確かに中国大陸において、国民党
を相手に泥沼化した戦争を長引かせてしまうという大きな過ちを犯した。しかし、当時
は、中国共産党が大陸で権力を握る可能性はゼロに近かった。日本の戦争相手は概ね、
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蒋介石（1887-1975）が指揮する国民党であった。また、国民党が共産党に勝利をおさめ、
中国を支配していたとしても、日本の一部であった台湾が、現在中国共産党が行ってい
るような侵略行為に怯える状況にはなっていないだろうと想像できる。戦後米国の戦略の
専門家が唱える「戦略的曖昧さ」の結果、曖昧な対応によって、状況は曖昧どころか、明
確になったのである。大日本帝国を解体したあとの米帝国の対中政策が、失敗続きであ
ることは、ここにもはっきりと現れている。そして、いま曖昧なのは、中国共産党が実際
に台湾に侵攻を開始する日時だけになっている。
　大日本帝国を崩壊させた後、米帝国が中国大陸での問題解決にあたった。その結果と
して、国民党が共産党に敗退し、日本が立ち去らざるを得なかったあとの台湾に逃がれ
た。そして、信じがたいことに、悪夢のような中国共産党は、自動的になんと清朝とほぼ
同じ面積を手に入れることに成功したのである。しかも、中国共産党は、チベット、ウイ
グル、満州などの国々を次々に侵略して行ったが、それを黙って指をくわえて見てきたの
が米帝国である。不謹慎ながら笑いを禁じえないが、日本を「防衛しながら」、これらの「侵
略は許す」矛盾を抱えているのが米帝国なのである。
　それでも、日本はどこまでもアメリカに従属し続ける。1972年、リチャード・ニクソ
ン大統領（1913-1994）が、米帝国の対中政策を、日本側に事前の報告も、もちろん相談
もなく、勝手に突然変更した時も、日本がアメリカの言いなりであるのは変わらなかっ
た。ニクソンはこのほぼ一年前、日本の敗戦記念日の8月15日に、国際通貨体制の安定化
に寄与していたブレトン・ウッズ協定を破棄し、日本の経済を直接的に攻撃した。しかし、
この時も、日本は日米同盟を守ることに何の躊躇もみせなかった。14年後の1985年、米
政府がプラザ合意によって日本円をターゲットにした政策で、日本経済に更なるダメージ
を与えても、日本が日米同盟を見直すことはなかった。いったい、どのような考え方をす
れば、日本を小突き回す米国とこのような隷属関係を維持できるのだろうか。
　ここで私が言うところの「啓蒙思想の罠」に注目していただきたい。これが日本の不思
議な選択の答えだからである。日本で、戦後体制が根を張っていくにつれて、日米同盟
を正当化し、死守する動きも定着していった。具体的には、共通の「価値観」を軸にして
発展させていったのである。日本と米国は「価値観を共有する」とは、2022年以降、非
常に頻繁に耳にする理論である。アメリカへの対応とは逆に、日本はこの言葉を使い、中
国、ロシア、北朝鮮、事案によっては韓国などの国々と、価値観を共有出来ない、共通
の価値観に基づいて良い関係が築けないと、説明している。
　では、この「共有の価値観」は具体的には何を指しているのだろうか。それは、民主主
義、言論の自由、人権、法治、個人の尊厳などである。[64]このような「価値観」は、日米
両国の国柄から自然に生まれ出たものではなく、すべて啓蒙思想からの受け売りに過ぎな
い。[65]啓蒙思想は、西洋で誕生し、あらゆる伝統と、宗教も含めた形而上学を総合的に否
定する、恐怖に満ちた非人道的な思想である。フランス革命が啓蒙思想を代表するよう
な歴史的なターニングポイントとされており、啓蒙思想が近代を築いたのだというよう
な、非常にポジティブなイメージがある。しかし、広島、長崎への原爆投下ほど、啓蒙
思想を象徴する出来事はない。アメリカによるこの戦争犯罪は、まさに啓蒙思想が現実
社会に現れた悲劇なのである。「『民主主義』のため、『民』を皆殺しにする、概念を最優
先し、実際に存在する人間を蔑視する」＝「啓蒙主義」なのだ。啓蒙思想の「価値観」は、
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焼け野原になった日本の国土と、炭のようになっている女性、お年寄り、子供などの遺体
が教えてくれる。このように、日本が「価値観」の共有を基本理念にして、日米同盟の重
要さと信頼を強調すればするほど、日本の国体からは乖離していくだけなのである。[66]こ
の現象を、私は「啓蒙思想の罠」と呼んでいる。疑うこともせずに日米同盟を高く評価し、
啓蒙主義をもとにした「価値観」を共通のものと信じて、アメリカをはじめとする諸外国
と付き合おうとする日本は、本来のあるべき姿からどんどん離れていくのである。

国体に目覚めて日米同盟の呪縛を解こう

　大東亜戦争を通して米帝国が狙ったものは、日本の国体の絶滅であった。アメリカは
日本との戦争を「太平洋戦争」と呼ぶが、日本の立場から見れば「太平洋」は「大東亜」の
ほんの一部に過ぎなかった。米帝国が「太平洋戦争」、もしくは、「第二次世界大戦」と、
その名前にこだわりを見せること自体が大きなヒントとなっているが、アメリカは、「大
日本帝国が大東亜を解放しようとした戦争」を意味する「大東亜戦争」という名を、決し
て使いたくないのである。令和の時代に入った今でも、これは変わらない。大東亜の独
立と平和を夢見た有色人種の国・日本を憎み、精神的、遺伝子的レベルまで変えてしま
うことが、米帝国の真の目的であったのは明らかである。[67]だからこそ、終戦直後から、
本当の戦いである日本人の精神に対する洗脳作戦が開始されたのだ。米大帝国の唯一の
ライバルは、大日本帝国だと知っていたからである。歴史の浅い米帝国は、日本国民の
みならず、日本の文明そのものを歴史のページから消去しない限り、米帝国の存在意義、
そして生存が脅かされ続けると、信じ続けている。
　この論文で言及した様々な理由からも、安定的な平和が望める未来のために日本が辿
るべき道は、決して日米同盟にしがみ付き続ける道ではないことがわかる。令和4年7月8
日に凶弾に倒れた不世出の政治家・安倍晋三元総理大臣は、このことをきちんと理解し
ていたと思う。安倍総理の著書『美しい国へ』の題名が、すべてをもの語っているのでは
ないか、と感じてもいる。この題名で一番重要な文字は、最後の「へ」である。啓蒙思想
のようなイデオロギーは、その理想を、「今、ここで、すぐに、実現させる」と力づくで
も達成する。これに対して、啓蒙思想の罠に落ちていない人は、人間は完璧ではないこ
とを理解し、完璧ではなくとも少しでも良い社会を「目指す」のである。確かに、安倍総
理も啓蒙思想の「価値観」を高く評価する人間であったことは否めないが、彼の示し続け
た日本の将来への方向性の中に、安倍総理が啓蒙思想に完全には毒されてはいなかった
ことが透けて見えるように思う。啓蒙思想こそが日本を導くものだ、啓蒙思想に基づいた
社会こそが日本の本来あるべき姿だ、とは信じていなかったことも確かだと思う。安倍総
理の本の題名の「へ」が、その事実を語ってくれる。安倍総理は、「へ」という字を使って、

「美しい国」に対して手紙を書いていることを示していると解釈すれば、当然、日本はま
だ彼が描いている理想まで届いていないので、ある意味、将来の「美しい国」「へ」声をか
けていると思われる。そして、「へ」は、「これからも少しずつ元の姿の美しい国」へ戻っ
ていくことによって、より良い未来に向かって進んでいる日本を想像していることを示し
てもいるのである。
　ここでわかる明白な事実は、現在の日本は、以前のような本当の日本ではない、という
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ことだろう。米軍基地が今も日本という国に存在していることだけを見ても、それがわか
る。建国以来独立を守り続け、天照大神から連綿と続く伝統ある皇室をいただく国が、
異国に依存しなければならないという状態が80年近く続いているのは極めて異常であ
る。そんな状況下にある日本を、安倍総理は、昔のように「美しい」と呼ぶのを躊躇した
のではないかと想像する。だから、彼が生まれながらに持っていた政治センスの良さと外
交の才で、どうすれば日本がまた美しい国へと回帰できるのか、熟考していたのではない
だろうか。少しずつ、慎重に、一歩一歩前進し、日本がまた完全に独立し、「日米同盟」
という美しくない敗戦の遺産から解放される日の１日も早い実現に向けて、命を懸けてい
たと思う。
　安倍総理が信じておられた、この日「へ」と歩みを進める日本は、啓蒙思想とは正反対
の国、つまり伝統や習慣や信仰、とりわけ日本の神々を大切に思う日本である。本来ある
べき日本の姿は、国体に目覚めた国である。国体、と聞けば、戦前戦中の熱に浮かされ
たような日本の社会のイメージが強く、この言葉自体を拒絶する人が多いことも理解して
い る。 し か し、 国 体 と は、 本 来、 そ の「 国 の 状 態、 国 柄、 国 ぶ り 」の 意 味 で あ	
る。[68]よって、ここに、日本の国体を考えるのに、なんの支障もないと添えておきたい。
日本が「国体」の存在を思い出し、本来の姿を取り戻す助けとし、日本が国として再び目
覚めた時には、瞬時に、そして自然に、戦後レジームと啓蒙思想の罠から抜け出し、「日
米同盟」による呪縛も、戦後教育による洗脳も解け、美しい国日本に立ち返っていくこと
ができると、心から信じている。
　最後に、人間に対する嫌悪が基本である啓蒙思想の罠から抜け出し、啓蒙思想のため
にこそ存在している日米同盟という偽りの友情を終了させた後の、その先にある日本の将
来を描いて想像してみよう。啓蒙思想が人間を根底から否定する悪魔のイデオロギーと
すれば、日本はその正反対の社会になっていく。つまり、概念のために人間を蔑視せず、
目の前に存在している人間をそのまま受け入れ、厳しい現実を受け止めながらも人を大
切にする経済を有する社会である。努力して、少しずつでもこのような日本を築いていく
ことが、日米同盟の向こう側に待っているのである。「価値観」ではなく、日本を古来か
ら支えている神々の存在、日本で独自の発展を遂げた仏の教え、そして聖徳太子（574-
622）が十七条憲法の第1条にかかげている「和をもって貴しとなす」という言葉にあるよ
うに、和を大切にすれば不完全な人間でも幸せを感じることができる国になるはずだ。そ
して、自然に湧いてくる有機的な思いやり（啓蒙思想の反意語）を日々の礎にした国に戻
る日本をこの目で見ることができれば、無上の喜びである。

注

 [1]	　日本語原稿のリライトとともにリサーチを追加して下さった福島朋子さんに感謝したい。福島
さんの助けがなければこの論文は完成しなかった。なお、論文の内容については、私だけの責任
に帰することをことわっておく。

 [2]	　「日米同盟」は一般的な意味でここでも使いたいのだが、日米同盟は、平等な関係ではなくて、
「米」が「日」の上にあり、「米」が「日」を属国として捉えることが大前提だ、という意味も含む
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